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第 1章 基本的事項

1.計画の 目的 と背景

地球温暖化対策実行計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき都道府県及

び市町村に策定が義務付けられており、温室効果ガスの排出量の削減のための措置に関

する計画 (以下、実行計画という。)と して策定するものである。

平成 24年度に策定した第 1次実行計画では、平成 23年度における温室効果ガス総

排出量 (4,597t一 C02)を平成 28年度までの 5年間で 5%削減することを目標とした。

実行計画に基づく取 り組みの結果、平成 28年度における温室効果ガス総排出量は

4,308t C02(6.3%削 減)と なり、目標を達成した。

第 1次実行計画の計画期間が終了したことから、さらなる地球温暖化対策を実施する

ため、第 2次実行計画において新たな削減目標と取り組みを定めるものとする。

2.基準年度・計画期間・ 目標年度

基準年度を2017年度 (平成 29年度)と し、計画期間を2018年度 (平成 30年度)～

2022年度までの 5年間とする。日標年度については、2022年度とする。

なお、実行計画の実施状況や技術の進歩、社会情勢の変化により、必要に応じて見直

しを行うものとする。

※ 基準年度とは、各年度における温室効果ガス排出量の増減を比較検討するための基業と
して、各地方白治体が独自に設定する年度をいう。

3.対象範囲

実行計画は、本町が行う全ての事務・事業、出先機関等を含めた全ての組織及び施′

設を対象とする。

なお、指定管理者制度等により、外部委託を実施している事務事業については、受

託者に対して、実行計画の趣旨に沿つた取り組みを実践するように要請する。

4.姑象 とする温室効果ガス

実行計画で削減対象とする温室効果ガスは、法律で定められた削減対象となる 7種

類のガスのうち二酸化炭素 (C02)ヽ メタン (CH4)及び一酸化二窒素 (N20)を 対象とす

る。
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表-1対象施設一覧

施 設 名 管轄部署

庁舎
総務課/住民生活課/税務課/保健福祉課/
企画課/農林水産課/建設課/上下水道課/
議会事務局/農業委員会/監査事務局/

営山紀念館
総務課

有線放送センター・防災無線スピーカー

金武火葬場

住民生活課
金武町葬斎場
中川 ゴミ処理場

宮競原霊園 トイ レ

総合保健福祉センター 保健福祉誤
地域子育て支援センターみっ永

こども支援課嘉芸こども園 (嘉芸保育所 )

金武こども園 (金武保育所 )

尿処理センター・バキュームカー事務所

産業振興課

農業排水処理施設
アクティブパーク

雄飛が丘町民ふれあいガーデン・福花公衆 トイ レ 。

武田原公衆 卜/rレ

苗畑

浜田原公園
建設課

街灯

教育委員会
学校教育誤

社会教育課
給食センター

学校教育課

金武中学校

金武小学校
申川小学校
嘉芸小学校

中川幼稚園

金武こども園 (金武幼稚園)
こども支援課嘉芸こど (ゝ 園 (嘉芸幼稚園 )

中央公民館

社会教育課

中川公民館

文化センター

体育館

図書館

武道館
プール

金武町ベースボールスタジアム (野球場 )

金武ナ也区公園
フットボールセンター

理 上下水道課
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第2章 温室効果ガスのJμ出状況及び削減目採

1.基準年度の温室効果ガス排出量

金武町の事務・事業における基準年度 (2017年度 (平成 29年度))の温室効果ガ

ス総排出量は、4,246t―C02(4,246,323kttC02)である。なお、本町の温室効果ガス総

排出量は 20■ 年度 (平成 23年度)以降、減少傾向を示している。

表-2基準年度のりF出量

区 分 排出量

温室効果ガス (C02換算) 4,246t―C02
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2.要因別のJ卜出状況
第2次基準年度である2017年度 (平成 29年度)の温室効果ガス排出量を排出要因別
に見ると、電気の使用に伴って排出される二酸化炭素が全体の85%を占め、次いでA
重油の使用が5%を占めている。

A重油   3%

軽油

3%

自動車の走行
0,04%

ガソリン

3%

■電気

■ガソリン

■軽油

■A重油

■灯油

■ガス

■自動車の走行

図-2要因別の排出状況

3. 削減 目標

第 2次実行計画に基づく事務事業の実施においては、本計画期間の最終年度にあたる

2022年度の温室効果ガス排出量を、2017年度 (平成 29年度)の基準年度に対して5%
削減することを目指す。

表-3肖∬減目標と目標年の排出量

灯油 ガス

区分
基準年度排出量

2017年度

(平成 29年度 )

削減目標
目標年度排出量

2022年度

温室効果ガス

(C02換算)
4,246,323 kg― C02

5%

(-212,317 kg― C02)
4,034,006 kg一 C02
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第3章 具体的な取り組み

1.太陽光発電、風力発電等の再生可能エネルギーの積極導入

・ 太陽光発電、風力、バイオマス等の再生可能エネルギーを積極的に導入する。

2.施設設備の改善等
・ 施設の新築、改築をする時は、環境に配慮した工事を実施するとともに、環

境負荷の低減に配慮した施設等を整備し、適正な管理に努める。

・ 断熱性能に優れた窓ガラス (ペアガラス、二重ガラス等)を導入する。

・ 高効率照明 (LED等 )への買い換えを順次行う。

・ 公用車の更新時に、小型車や低燃費車、ハイブリットカー、電気自動車等の

エコカーの導入を図る。

・ 公共施設の緑化を推進する。

3.物品購入等
・ 電気製品等の物品の新規購入、レンタルをする時には、省エネルギータイプ

で環境負荷の少ないものの購入に努める。

・ 事務用品は、詰め替えやリサイクル可能な消耗品の購入を推進する。

・ 環境ラベリング (エコマーク、グリンマーク等)対象製品の購入を推進する。

4。 その他の取 り組み

① 電気使用量の削減

・ 効果的・計画的な事務処理に努め、夜間の残業の削減を図り照明の点灯時間

の削減に努める。

・ 昼休みの消灯や時間外の不必要箇所の消灯を行う。

・ トイレ等に利用者がいない場合は消灯する。

・ 退庁時に身の回りの電気器具の電源が切られていることを確認する。

・ 人感センサー付きの照明器具の導入を図る。

・ OA機 器等の電源をこまめに切るように努める。

・ 冷房温度 (28℃)の適正管理を徹底して行う。
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② 燃料使用量の削減

・ エコドライブの周知を図る。

・ 車両を適正に整備・管理し、燃費の向上に努める。

・ 公用車から離れる時は必ずエンジンを切り、無駄なアイ ドリングは控える。

・ カーエアコンについては、適切な温度設定になるよう周知徹底を行う。

③ ゴミの減量、リサイクル

・ 物品の再利用や修理による長期利用に努め、ゴミの減量化を図る。
・ 廃棄物の分別排出の徹底に努める。

・ 使い捨て容器の購入は極力控える。

④ 用紙類

。 両面印刷、裏面コピーを徹底し、用紙の削減に努める。

・ リサイクル用紙の購入に努める。

・ 会議用資料や事務手続きの一層の簡素化を図る。

・ 使用済み封筒の再使用など、封筒の使用の合理化を図る。
・ 庁内のネットワークシステムを活用しペーパーレス化を推進する。

⑤ 水道 (水道使用量の削減により、浄水場の電気使用量を削減)

・ 日常的に節水を心がける。
・ 自動水栓、節水コマなどの節水型機器の導入に努める。

⑥ 環境保全に関する意識向上、率先実行の推進

。職員向けに環境保全研修等を行う。

・ “ノーマイカーデー"や “乗り合い出退勤デー"な ど、環境保全を奨励する

日や月間を設ける。

・ 職員が参加できる環境保全活動について、必要な情報提供を行う。

・ 職員は家庭においても、環境に配慮した生活を目指す。

・ 「COOL CHOICE」 等の温室効果ガス排出量の削減の取り組みに関す
る情報を積極的に収集、職員への周知を図る。
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第4章 推進・点検体制及び進捗状況の公表

1.推進体制
金武町地球温暖化対策推進本部設置要綱に従い、「推進本部」

「推進担当者」「事務局」

を設け、計画の着実な推進と進行管理を行う。

(1)推進本部

金武町長を本部長、副町長を副本部長とし、その他、管理職等の構成員をもつて組

織する。計画の策定、見直し及び計画の推進点検を行 う。

計画の進捗状況についての確認・協議を行い、取り組み方針等を決定する。また、

推進担当者に対して情報提供や取り組み内容についての指示を行 う。

(2)推進担当者

各課及び各出先機関に 1名以上の「推進担当者」を置く。
「推進担当者」は各部署

における計画の推進及び進捗状況を把握し計画の推進を図る。

推進本部に対して進捗状況についての報告や改善の提案等を行 う。また、各部署の

職員に対し推進本部からの情報を提供するとともに、取り組み内容についての指導を

行 う。

(3)事務局

事務局を住民生活課に置き、計画全体の推進及び進捗状況を把握 し、総合的な進行

管理を行う。

2.点検体制
「事務局」は、「推進担当者」をとおして定期的に進捗状況の把握を行い、

「推進本

部」において年 1回の点検評価を行う。

3.進捗状況の公表

計画の進捗状況、点検評価結果及び、直近年度の温室効果ガス排出量については、町

の広報誌やホームページ等により年 1回公表する。
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員 :総務課長、住民生活課長、税務課長、保健福祉課長、

こども支援課長、企画課長、商工観光課長、農林水産課長、

建設課長、上下水道課長、学校教育課長、社会教育課長、

農業委員会事務局長、議会事務局長

部

事 務 局 :住民生活課

町長

副町長、教育長

本 部 長

副本部長

金武町地球温暖化対策推進本部

・実施状況について確認、協議する。
・取 り組み方針等の決定を行 う。
・推進担当者に対して指示、情報提供を行 う。

指示

情報提供

進捗状況の報告

改善の提案

・計画を推進する。
・実施状況の調査、報告を行 う。
・職員に対して指導、情報提供を行 う。

指導

情報提供
改善の提案

全 職 員

・計画を実行する。

図-3本計画の推進体制
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実行計画の根拠

「地球温暖化対策の推進に関する法律」 (温対法)において、市町村は事務及び事業に関し、温室効
果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置に関する計画を策定することが

義務付けられている。

実行計画では計画期間、目標、実施しようとする措置の内容等を定めることとしている。また、年に

1回、措置及び施策の実施状況 (温室効果ガス総排出量を含む)を公表することとしている。

(地方公共団体実行計画等)

第二十一条 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、地球温暖化対策計画に即して、当該都道府
県及び市町村の事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出の量の削減並びに吸収作用の保全及び強化の

ための措置に関する計画 (以下「地方公共団体実行計画」という。)を策定するものとする。
2 地方公共団体実行計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一  計画期間
二  地方公共団体実行計画の目標
三  実施しようとする措置の内容
四 その他地方公共団体実行計画の実施に関し必要な事項

(中略)

10 都道府県及び市町村は、単独で又は共同して、毎年一回、地方公共団体実行計画に基づく措置及
び施策の実施の状況 (温室効果ガス総排出量を含む。)を公表しなければならない。

抜粋 地球温暖化対策の推進に関する法律 (最終改正 :平成二人年五月二七日法律第五〇号)

1
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2.基準年度の温室効果ガス排出量

本計画では、以下の項目を把握対象とした。なお、調査の結果、一般炭、ジェット燃料、B重油、

C重油、液化天然ガス (LNG)、 都市ガスは使用されていなかつた。

① 電気

⑤ 灯油

② ガソリン (E3を含む)

⑥液化石油ガス (LPG)
③ 軽油    ④ A重油
⑦ 自動車の走行

施設・部署別の温室効果ガス排出量を合計すると、基準年度 (2017年度 (平成 29年度))の温室

効果ガス総排出量は、4,246t C02(4,246,323kttC02)で あつた。

最も排出量の多い施設は浄水場で全体の 17%(706t一C02)を 占めており、全て電気の使用に伴 う

排出であつた。次いで総合保健福祉センターが全体の 13%(543t一C02)を 占めおり、電気とA重油

の使用に伴 う排出が大半を占めていた。 3番 目に排出量が多いのは総務課で全体の 9%(400t― C02)

を占めており、電気とガソリンの使用に伴 う排出が主であつた。
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① 施設・部署別の温室効果ガス排出量

分類 施設名 担当部署
温室効果ガス排出量

(kg―CO,)

庁舎

総務課 400,063

住民生活課 37,328

税務課 0

保健福祉課 21,395

企画課 2,815

基地跡地推准誤 261

産業振輿誤 0

農林水産課 0

建設課 12,935

上下水道課 154,565

議会事務局 1,851

農業委員会 2,508

路査事務 局 8,194

町長部局出先機関

首山紀念館 総務誤 1,143

金武火葬場

住民生活課

36,914

金武町葬斎場 6,879

中川 ゴミ処理場 1,936

宮城原霊園 トイレ 976

総合保健福祉センター 保健福祉誤 542,466

地域子育て支援センター歩つ歩 (旧町立保育所 )
こども支援課

18,088

嘉芸保育所 52,048

金武保育所 71,748

尿処理センター・バキュームカー事務所

産業振興課

54,161

農業JF水処理施設 100,282

アクティブパーク 30,164

雄飛が丘町民ふれあいガーデン・福花公衆 トイレ・武田
原公衆 トイレ

239

苗畑 32,954

浜田原公園 建設課 3,427

その他
有線放送センター・防災無線スピーカー 総務課 26,249

街 灯 建設課 17,460

教育委員会 学校教育課 2,992

社会教育課 40,677

教育委員会出先機関

給食センター

学校教育課

199,125

金武中学校 258,825

金武小学校 226,974

中川小学校 128,217

嘉芸小学校 156,935

町長部局出先機関

金武 こども園 (金武幼稚園 )

こども支援課

34,149

中川幼稚園 0

嘉芸こども園 (嘉芸幼稚園) 12,193

教育委員会出先機関

中央公民館

社会教育課

269,802

中川公民館 68,358

文化センター 40,508

体育館 76

図書館 137,553

武道館・プール 153,426

武道館 5

プール 67.230

野球場 43,200

金武地区公園 34,227
フントボ~ルセンター 26,722

水上事業出先機関 浄水場 上下水消誤 706,081
合計 4,246,323

※各排出とを四捨王入し算出した。

資料-3



② 電気の使用量と温室効果ガス排出量

りF社Jl系数 :0,772kg―C02/kWh

分類 施設名 担当部署
電気

kWh

排 出量

k富―CO,

庁舎

総務課 428,734 330.983

住 民生活課 16,515 12,750

税務誤 0 0

保徳福ネ止課 25,694 19,836

企画課 0 0

基地跡地推進課 338 261

産業振興課 0 0

農林水産課 0 0

建設課 9,547 7.370

上下水道課 182,521 140,906

議会事務局 0 0

塵業碁 昌会 0 0

酵杏事務 局 0 0

町長部局出先機関

営山紀念館 総務課 1、 481 1.143

金武火葬場

住民生活課

4 173 3.222

令武町姦斉場 8 910 6.879

中川 ゴ ミ処理場 2,508 1.936

宙競原辞固 トイ レ 1,264 976

総合保体福祉 セ ンター 保健福祉課 516,786 398,959

地域子育て支援センター歩っ歩 ('日 町立保育所 )
こども支援課

22,538 17,399

嘉芸保育所 55.596 42,920

金武保育所 83.900 64,771

尿処理センター・バキュームカー事務所

産業振興課

74 57

農業JF水 処理施設 129 899 100.282

アクティブ′く―ク 39,073 30.164

雄飛が丘町民ふれあいガーデン・福花公衆 トイレ・武田

原公衆 トイレ
310 239

苗 畑 42,687 32,954

浜田原公園 建設 課 4.439 3,427

その他
有線放送センター・防災無線スピーカー 総務課 34.001 26.249

街 灯 建設課 22 616 17.460

教育委員会
学校教育課 0 0

社会教育課 0 0

教育委員会出先機関

給食センター

学校教育課

121,927 94,128

金武中学校 322,975 249,337

金武小学校 291、 962 225,395

中川小学校 165,430 127,712

酵芸小学校 202.481 156.315

町長部局出先機関

金武 こど1)園 (金武幼稚園 )
こども支援課

43,654 33.701

中川幼稚園 0 0

嘉芸こども園 (嘉芸幼稚園 ) 14,960 11,549

教育委員会出先機関

中央公民館

社会教育課

348,812 269,283

中川公民館 88.546 68,358

文化セ ンター 26.668 20,588

体脊館 0 0

図書館 177,999 137.415

武譜館・プール 198,738 153,426

武道館 0 0

プール 0 0

野球場 55,949 43,193

金武地区公園 44.335 34,227

フッ トボールセンター 34,584 26.699

水消事業出先機関 浄水場 上下水道課 914,613 706.081

4,687,237 3,618,547
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分類 施設名 担当部署
ガ ン リン

L

排 出量

k質
~CO,

庁舎

総務課 24 249 56,259

住民生活誤 2,384 5,532

税務課 0 0

保健福祉課 594 1,378

企画課 1.176 2.729

基地跡地推進課 0 0

産業振興課 0 0

農林水産誤 0 0

建設誤 828 1,920

上下水譜課 5,839 13.547

議会事務局 590 1,368

農業委員会 1,001 2.323

監査事務局 17 39

町長都局出先機関

営山紀念館 総務課 0 0

金武火葬場

住民生活課

0 0

金武町葬斎場 0 0

中川ゴミ処理場 0 0

宮城原霊園 トイレ 0 0

総合保健福祉センター 保健福祉課 2,041 4,786

町立保育所※

こども支援課

252 584

嘉芸保育所 0 0

金武保育所 0 0

尿処理センター・バキュームカー事務所

産業振興課

469 1,087

農業排水処理施設 0 0

アクティブパーク 0 0

雄飛が丘町民ふれあいガーデン・福花公衆 トイレ・武田
原公衆 トイレ

0 0

苗畑 0 0

浜田原公園 建設課 0 0

その他
有線放送センター・防災無線スピーカー 総務課 0 0

街 灯 建設誤 0 0

教育委員会
学校教育課 1 249 2,897

社会教育課 6, 101 14,154

教育委員会出先機関

給食センター

学校教育課

578 1,342

金武中学校 1,935 4.490
金武小学校 360 835

中川小学校 190 440

嘉芸小学校 148 343

町長部局出先機関

金武こども園 (金武幼稚園)
こども支援課

101 233

中川幼稚園 0 0

嘉芸こども園 (嘉芸幼稚園) 71 164

教育委員会出先機関

※各保育所におけるガ )

中央公民館

社会教育課

0 0

中川公民館 0 0

文化センター 0 0

体育館 0 0

図書館 0 0

武道館・プール 0 0

武道館 0 0

プyp使 用量は、町立保育所に集計 される。 0 0

野球場 0 0

金武地区公園 0 0

フッ トボールセンター 0 0

水道事業出先機関 浄水場 上下水道課 0 0

50.173 116 401

③ ガソリンの使用量と温室効果ガス排出量

※各保育所におけるガノリンの使用量は、町立保育所に集計される。

排出係数 :2.32kg C02/L
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④ 軽油の使用量と温室効果ガス排出量

排出係数 :2.58kg一 C02ん

分類 施設名 担当部署
軽油
L

排出量

kg― C09

庁舎

総務 課 4.373 11,283

住民生活課 7.370 19,014

税務課 0 0

保健福祉課 0 0

企画課 33 86

基地跡地推進課 0 0

産業振興誤 0 0

離赤ヽ 水産誤 0 0

建設課 1.412 3,644

上下水道課 0 0

議会事務局 187 483

農業委員会 69 178

監査事務局 3,161 8.155

町長都局出先機関

営 山組代 a盲 総務誤 0 0

金武 火葬場

住民生活課

0 0

金武町華斉場 0 0

中川ゴミ処理場 0 0

宮城原霊園 トイ レ 0 0

総合保健福祉センター 保健福祉課 0 0

地域子育て支援センター歩つ歩 (I日 町立保育所 )
こども支援課

41 105

嘉芸保昔所 0 0

金武保音所 0 0

戻処コ]セ ンター・バキュームカー事務所

産業振興課

20,549 53,016

農業排水処理施設 0 0

アクティブパーク 0 0

雄飛が丘町民ふれあいガーデン・福花公衆 トイレ・武田

原公衆 トイレ
0

苗文冊 0 0

浜 田原公園 建設誤 0 0

その他
有線放送センター・防災無線スピーカー 総務誤 0 0

街 灯 建設課 0 0

教育委員会
学′陵教育課 32 83

社会教育課 2.521 6.504

教育委員会出先機関

給食センター

学校教育課

1、 722 4,444

金武中学校 1,908 4、 924

金武小学校 256 661

中川小学校 0 0

嘉芸小学校 86 222

町長部局出先機関

金武こども園 (金武幼稚園)
こども支援課

73 188

中川幼稚園 0 0

嘉芸こども園 (嘉芸幼稚園) 181 466

教育委員会出先機関

中央公民館

社会荻育課

0 0

中川公 民館 0 0

支イ比セ ンター 0 0

体育館 0 0

図書館 0 0

武道館・プール 0 0

武消館 0 0

プール 0 0

野球場 0 0

金武地区公園 0 0

フントボ~ルセンター 0 0

水道事業出先機関 浄水場 上下水道課 0 0

合計 43、 975 113.456
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⑤ A重油の使用量と温室効果ガス」F出量

り

'出

1系数 :2.71kg―C02/L

分類 施設名 担当部署
A重油
L

排出量

kg―CO,

庁舎

総務課 0 0

住民生活課 0 0

税務課 0 0

保健福祉誤 0 0

企画言)黒 0 0

基地跡 J“維淮誤 0 0

産業振興課 0 0

農林水産課 0 0

建設課 0 0

上下水道課 0 0

議会事絡局 0 0

と業萎昌会 0 0

蹄査事務局 0 0

町長部局出先,箋関

営山紀念館 総務課 0 0

金武火葬場

住民生活課

0 0

金武町葬斎場 0 0

中川ゴミ処理場 0 0

宮城原霊園 トイレ 0 0

総合保健福祉センター 保健福祉誤 48 790 132,221

地域子育て支援センター歩っ歩 (1日 町立保育所 )

こども支援課

0 0

嘉芸保育所 0 0

金武保育所 0 0

尿処理センター・バキュームカー事務所

産業振興課

0 0

農業排水処理施設 0 0

アクティブパーク 0 0

雄飛が丘町民ふれあいガーデン・福花公衆 トイレ。武田
原公衆 トイレ

0 0

苗 畑 0 0

浜田原公園 建設誤 0 0

その他
有線放送センター・防災無線スピーカー 総務課 0 0

街 灯 建設課 0 0

教育委員会
学校教育課 0 0

社会教育課 0 0

教育委員会出先機関

給食センター

学校教育課

34.300 92 953

金武中学校 0 0

金武小学校 0 0

中川小学校 0 0

嘉芸小学校 0 0

町長部局出先機関

金武こども園 (金武幼稚園 )

こども支援課

0 0

中川幼稚園 0 0

嘉芸こども園 (嘉芸幼稚園 ) 0 0

教育委員会出先機関

中央公民館

社会教育課

0 0

中川公民館 0 0

文化センター 0 0

体育館 0 0

図書館 0 0

武道館・プール 0 0

武道館 0 0

プール 0 0

野球場 0 0

金武地区公園 0 0

フットボールセンター 0 0

水消事業出先機 関 浄水場 上下水消課 0 0

83,090 225,174
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⑥ 灯油の使用量と温室効果ガス排出量

排出係数 :2.49kg C02/L

分類 施設名 担当部署
灯油
L

排出量

k日一COク

庁舎

総務課 0 0

住民生活ヨ課 0 0

税務言果 0 0

保健福祉課 0 0

企画課 0 0

基〕

“

跡地推進誤 0 0

,孝業振 興誤 0 0

建ル(水 ,孝課 0 0

建設課 0 0

上下水道課 0 0

議会事務局 0 0

農業委員会 0 0

監杏事務局 0 0

町長都局出先機関

営山紀念館 総務誤 0 0

金武火葬場

住民生活課

13.531 33,693

金武町葬斉場 0 0

中川 ゴミ処理場 0 0

宮城原乖園 トイ レ 0 0

総合保俸福祉セ ンター 保健福祉ヨ課 0 0

J“競子音て支援センター歩つ歩 (旧 町立保育所 )
こども支援課

0 0

嘉芸保育所 2,125 5,292

金武保育所 0 0

尿処理センター・バキュームカー事務所

産業振興課

0 0

農業排水処理施設 0 0

アクティブパーク 0 0

雄飛が丘町民ふれあいガーデン・福花公衆 トイレ・武田

原公衆 トイ レ
0 0

苗 畑 0 0

浜田原公園 懲設ヨ誤 0 0

その他
有線放送センター・防災無線スピーカー 総務課 0 0

街 灯 建設 課 0 0

教育委員会
学′確毅音誤 0 0

社会教育課 8 040 20,020

教育委員会出先機関

給合セ ンター

学校教育課

0 0

金武中学校 0 0

0 0

中川小学校 0 0

摩芸小学校 0 0

町長部局出先機関

金武 こどモぅ園 (金武幼稚園 )
こども支援課

0 0

中川幼雑園 0 0

嘉芸こども園 (嘉芸幼稚園) 0 0

教育委員会出先機関

中央公民館

社会教育課

0 0

中川公民館 0 0

文化セ ンター 8,000 19,920

体音館 0 0

図書館 0 0

役譜館・プール 0 0

設楢館 0 0

プール 27,000 67,230

野球場 0 0

金武地区公 園 0 0

フッ トボールセンター 0 0

水道事業出先機関 浄水場 上下水道課 0 0

58,696 146.154
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分類 施設名 担当部署
ＬＰＧ
ド

排出量

kg―C02

庁舎

総務課 13 84

住民生活誤 0 0

税務課 0 0

保健福祉課 0 0

企画課 0 0

基地跡地推進課 0 0

産業振興誤 0 0

農林水産誤 0 0

建設誤 0 0

上下水道課 14 88

議会事務局 0 0

農業委員会 1 7

監査事務局 0 0

町長部局出先機関

営山紀念館 総務課 0 0

金武火葬場

住民生活課

0 0

金武町葬斎場 0 0

中川ゴミ処理場 0 0

宮城原霊園 トイレ 0 0

総合保健福祉センター 保健福祉課 1,000 6.550
地域子育て支援センター歩つ歩 (1日 町立保育所 )

こども支援課

0 0

嘉芸保育所 586 3`886
金武保育所 1.065 6 977

尿処理センター・バキュームカー事務所

産業振興課

0.0 0

農業排水処理施設 0 0

アクティブ′く―ク 0 0

雄飛が丘町民ふれあいガーデン・福花公衆 トイレ・武田
原公衆 トイレ

0

苗畑 0 0

浜田原公園 建設課 0 0

その他
有線放送センター・防災無線スピーカー 総務課 0 0

街灯 建設課 0 0

教育委員会
学校教育誤 0 0

社会教育誤 0 0

教育委員会出先機関

給食センター

学校教育課

956 6.259
金武中学校 11 75

金武小学校 13 84

中川小学校 10 65

嘉芸小学校 8 54

町長部局出先機関

金武こども園 (金武幼稚園)

こども支援課

4 28

中川幼稚園 0 0

嘉芸こども園 (嘉芸幼稚園 ) 2 14

教育委員会出先機関

中央公民館

社会教育課

79 519

中川公民館 0 0

文化センター 0 0

体育館 12 76

図書館 21 138

武道館・プール 0 0

武道館 1 5

プール 0 0

野球場 1 7

金武地区公園 0 0

フッ トボールセンター 4 24
水道事業出先機関 浄水場 上下水道課 0 0
ド計 3 800 24,889

⑦ 液化石油ガス (LPG)の使用量と温室効果ガス排出量
排出係数 :6.55kg C02/m3
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③ 自動車の走行量と温室効果ガス排出量

※走行距離の記録がある部署のみ記載した。

排出量は、車両規格ごとのC■4と N20の排出係数を用いて算出した。

分類 施設名 担当部署
走行

km

排 出量

k富―CO,

庁舎

徐務課 183,138 1.456

住民生活 aR 3,646 32

保俸福祉謀 20,367 181

L下水譜言果 2.573 23

学オ交教育誤 1.293 11

合計 211,017 1,703
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第 1章 計画の基本アj針

1 趣旨
近年、私選を取り巻く生活I環境は、都市化の進展やライフスタイルの変イし等に伴い、騒音や悪臭

などの生活型の
′ム`審が顕在化しつつあるとともに、地球温B既化問題をはじめとする地球規模での環

境問題が深亥J化しつつあるなど、取り組むべき課題は複雑化している。

さらに、我が国においては、平成23年 3月 に発生した東日本大震災以降、エネルギー政策の1痕

本的な見直しが進められており、自然エネルギーの利用や省エネルギー対策などを加速的に強化す

る隊要性が高まつている。

このような課題を解決していくためには、県民、事業者及び行政の全てが積極的なH只組を進めて

いくことが重要であり、中でも、県が一事業者として、積極的に環境に配慮した行動を率先して実

行することは、環境員荷の軽溺に大きく貢献するばかりではなく、市町村、県民、事業者等の自発

的な環ユ菟保全行動につながることが期待される。

このため、県では平成11年に「沖縄県環境保全率先実行計画」を策定し、全機関の連携の下、

環境に日E慮 した事務事業の遂行を図つてきたところである。

この度、同計画 (第3期 )の計画期間が平成22年度で終了することに加え、「地球温暖化支」策の

推進に関する法律Jが平成20年6月 に改正され、地球温8展化に関する取組の強十ヒが図られたことか

ら、沖縄県庁における地球温暖化対策に関する計画をキ痕本的に見直し、新たな計画として、日標や

具体的な取組を定めるものとする。

2 法令上の位置付け
本言1画ては、一事業者である県が行う環境配慮行動の一つとして、温室効果ガスの排出の抑制等

のための措置を定めていることから、地翻l温 0景化対策の推進に関する法律 (平成十年十月九日法律

第百十七号)第 21条第1項に定める「地力
‐′ム`共団体実行計画」としても位置付けることとする。

地球温8妥イヒ対策の推進に関する法律 (平成十年十月九日法律第百十七号)

(地アj公共団体実行計画等)

第二十一条  老B道府県及び市町村は、単独で又は共同して、当該都道府県及び市町村の事}秀及び

事業に関し、温塞効果ガスの排出の量の削減並ぴに吸収作用の保全及び強十七のための措置に関す

る計画 (以下「地方
′ム`共団体実行計画」という。)を策定するものとする。

2 地アj公共団体実行計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一  計画期間
二  地テj′ム`共団体実行計画の目標
三  実施しようとする措髄の内容
四 画の実施
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【参者 :経縛 】

O平成11年 :環境保全率先実行計画 (第 1期)の策定

O平成12年 :地球温8漫 1ヒ対策の推進に関する法律に基づく、沖縄県の事務事業に関する温室効
果ガスの排出抑制等を定めた地方′ム`共団体実行計画として、同計画を位置づけ

○平成15年 :第2期計画を策定

O平成19年 :第 3期計画を策定

O平成20年 6月 :同法の改正により、区i或の自然的社会的条件に癌した温塞効果ガスの排出の抑
制等に関する施策を定めるよう義務付けがなされる(事務事業に関する施策に併せ

て、区観に関する施策を定めるよう義務付け)

0平成23年3月 :沖縄県の区域における温窒効果ガスの排出IB制等を図るための地方公共団体実行
g十画として、沖縄県地球温D選化対策実行計画 (区域施策編)を策定

O平成24年2月 :区 t或施策編における温室効果ガス排出量の予測や日標害を参者にしつつ、また、
エネルギーの使用の含理化に関する法律の改正によるエネルギー使用量年 1%削
減義務等を踏まえ、「環境保全率先実行計画 (第 4期 )一沖縄県地球温B震イし対策実
行計画 (事務事業編)―」を策定

3 計画の期間
計画期間は平成23年度から平成32年度までの10年間とする。ただし、前朗 (平成23年度～平成

27年度)における各種対策の進捗(も、計画内容に影響をもえるような社会環境の変化等を踏まえ、

懲要に応して随時見直しを行うものとする。

。前期 平成23年度～平成27年度
e後期 平成28年度～平成32年度

4 計画の対象
(1)対象機関

本計画の対象機関は、知事部局、企業局、病院事業局、議会事務局、多貨育庁、警察本き日、監査

委員事務局、人事委員会事務局及び労霞〕委員会事務局とする。

(2)対象範囲

県の全ての事務・事業を対象とする。

ただし、′ム`具事業、その他外きBへの委託(指定管理者制度等)により実施する事業審は支」象外と

するが、本計画の取組について理解を求め、積極的な取組をl足すこととする。

(3)対象とする温窒効果ガス

地球温阻民化文」策の推進に関する法律に定める6種類の温室効果ガスのうち、pFC及びSF6につい

ては、県自らの業務からは排出が想定されないので、これらの除く4種類のガスを文」象とする。
(1)二酸イし炭素 (C02)

② メタン (CH4)

0-酸 イし三窒素 (N20)                      '
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④ハイドロフルオロカーボン (HFC)

5 環境配慮行動の四つの原則
〔1)温笙効果ガス削減等の推進

`。
・・。.。 温奪効果ガス。エネルギー使用撃の削減

(2)省資源の推進    ・・・・・ ●●●●上水使用担・コピー用紙使用量の削減

(3)グリマン購入の推進 ・・・環境配慮型物品の購入
(4)開棄物の減置1し、リサイクルの推進・・・廃築物拶F出置の削漑、リサイクル率Q向上

6 計画の運用
(1)PDCAサ イクル

第4輩に示したPDCAサ イクルにより運用する。

(2)点検・
′ム表`

計画の効果的な推進を図るため、環境基本計画推進会議において進行管理を行うとともに、と

りまとめ結果を公表する。

(3)轡及啓尭

贈員一人一人の行動が環境に百B慮したものとなるよう周知・啓発を推進する。
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第 2章 計画の目標

1 温窒効果ガス削減等の推進

温室効果ガスの総排出量を削減するため、県の事務・事業によるエネルギー使用霊を、平成3

2年度までに平成21年度比で10%削減する。

(計画期間内における発電燃料のl氏炭系化を見込み、温室効果ガスの総排出量を、平成32年度

までに平成21年度比で21%削激する。)

沖縄県の事務事業における温室効果ガス排出霊は、2000年度の約 13.2万 t―C02cコから2009
年度には 13.1万 t―C02∝i(2000年度,と0.4%減少)となっている。2000年以8筆の排出霊は、エ
ネルギー使用霊 (特に電気)の 1曽加により、ピーク時には約 14.7万 t―C02っo(2003年 度)まで
増加したが、ESCO事業や標々な取組の成果により、近年は減′)傾向にある。
本計画では、エネルギーの使用の合理化に関する法律 (省エネ法)等を基に、各施設等における
エネルギー使用を、平成32年度までに平成21年度比で10%削減することを目標とする。
さらに、省エネ文」策と併せて、太陽光やバイオ燃料等の再生可能エネルギーの電入等に取り組む。

エネルギー使用の削減に伴い、温室効果ガスの総排出置は、沖縄電力の発電燃料の低茂素化 (液

化天然ガス(LNG)発電の供用者)を前提として、計画期間肉に21%削減することが見込まれる。

省エネルギーの実行日標 (対平成21年度比)

(庁含関係)

電気の使用量を10%削減する。
その他燃料のl費用置を10%削減する。

(公用車・船18等 )

ガソリン。軽油の使用量を10%削減する

エネルギーl費用
=及
び温室奔力果ガス削減目標の設定において、下記事項については対象タトとする。

(1)水適用水供絡事業におけるエネルギー (電気、その他燃料)使用量
渇水時における海水淡水化施設の稼動i曽など、天候等によリエネルギー使用騒が大きく左

右されるため。

(2)警察車両の燃料使用霊
円観務の性質上、率先実行になしまないため。

(3)教育庁の電気使用量
県立学校においては、学習環境の向上を目的とした冷房設備の新設等が,l登も見込まれる

ため。ただし、前朗 (平成23年度～平成27年度)における設備の整備l犬況を踏まえ、町要
に応して見直しを行うものとする。
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温窒効果ガス排出量の削瀬目裸
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2 省資源の推進

①上水の使用量を、平成32年度までに平成21年度比で10%削減する。

② 紙類の使用置を、平成32年度までに平成21年度比で10%削減する。

上水及び紙類の2000年度の使用量は、上水は1,303千 m3(2000年度比35%削減)、 紙類は111,492

干枚 (2000年度比480/。肖」t滅)であり、いずれも2000年度以降、大幅な削減力1図られている。 |
SIき続き、上水及び紙類の削減に向けた取組を達め、計画期間内に100おの使用置削減を目李目すこと

とする。
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3 グリーン購入の推進

「沖縄県グリーン購入基本方針」に基づき、県の機関が実施する物品の調達に占める環境

物品の客J含を100%とする。

県では、平成13年度のグリーン踏入法の施行を受けて、平成14年 3月に、「,中縄県グリーン購入調

達方針」を策定し、環境配慮型製品の優先的な購入に取り組んでいる。平成21年度の環境配慮型製品

の購入率は各項目の平均で87.0%であつた。31き続き環境配慮型製品の優先的な購入に取り組むこと

とし、物品の調達に占める環境物品の害」合を100%にすることを目標とする。

なお、本庁各課においては、準21品調達基金を通してR活入しているため、調達目標をほぼ達成してい

るが、出先機関おいては、環境西3慮型製品の民億入をさらに徹底していく隊要がある。

4 廃棄物の減最化、リサイクルの推進

O廃棄物の排出置を、平成32年度までに平成21年度比で10。/。削減する。
C)廃葉物のリサイクル率を、平成32年度までに■0%以上にする。

本庁合における廃棄物発生霊は減少傾向にあり、2009年度は2000年度に比べ約64%削減してい

る。また、リサイクル率は、2000年度の約26%から、2009年度には約40%程度まで増を8している。

引き続き、廃葉物の発生抑制とリサイクルの推進に関する取組を進め、廃棄物発生霊は計画期間

内に10%削減、リサイクル率は31さ続き40%の達成を目指す。

なお、廃棄物発生■等に関する取組結果の評価については、SIき続き、発生置が正確に↓巴握され

ている本庁舎の量によつて行うものとする。

廃棄物削減量及びリサイクル率の目標

1,000

800

600

400

200

0

（潔
）科
ミ
ふ
や
ホ
ζ

齢

蝋

叫

鰯

朝

％

５

　

　

　

４

　

　

　

３

　

　

　

２

　

　

　

１

　

　

　

０

2000年度
(実績)

2009年 度
(実績)

2020年度
【目標】

団再資源化物(古紙、カン、ビン、ペットボト,レ )

205

687

― ‐¬一
―ユ
ー ← 一 一 ―

10%削減

180

資料-18



第3軍 取り組むべき環境配慮行動

1 温窒効果ガス削減等の推進

(1)省エネルギーに配慮した施設等の使用、
・管理

(2)公用車燃料使用置の削減

2 省資源の推進

(1)水爵源の節約

(2)紙類の使用の抑制

(3)その他環境に配慮した取組

3 グリーン購入の推進

(1)紙類

(2)文具類等

(3)OA機器

(4)公用草

4 廃棄物の減量化、リサイクルの推進

(1)環境負荷の少ない物品の購入

(2)廃窯物の発生抑制

(3)廃棄物の分月U排出の徹底

(4)建設資材廃禁物の再資源化

(5)有密化学物質の適正な処理(試験検査機関)

(6)感染性廃築物の適正な処理

(7)公用車の過正な処理

5 その他の配慮事項

(1)施設の設計、管理等における環境への配慮       ヽ
(2)イ ベントにおける環境への配慮

(3)関係事業者、鞘員個人、来庁者に対する環境への西B慮の協カ

資料-19



第4章 計画の推進と進行管理

1 計画の決定等 (Plan/Action)

(1)計画の決定

計画は、「暉境基本計画推進会議」における協議を経て、知事が定める。

(2)計画の見直し

計画の4盤続的な改善を進めるために行動目標等を見直す1易合は、(1)と同様の手続きにより行う。

2 計画の推進 (Do)

(1)推進体制の整備

知事は、全V貴関の長と闇員に対し、本計画に基づく環境配慮の取組を推進することを指示する。

(2)職員への普及啓発

全機関の長は、各〕五長等を通して、所属Π観員が環境配慮の取組を推進するよう普及啓発を図る。

本計画事務局(環境再生課)は、各職場での環境配慮行動等をl足達するため、環F見保全に関する

情報の提供、研修の実施、その他の必要なl替置を語じる。

(3)自主的な環境配慮行勢の推進

計画に定める環境配慮行動項目等のほか、職員等の工夫による自主的、積極的な環境配慮の取

組を推進する。

3 計画の点検・公表 (Check)

(1)環境配慮の取組の実績調査

本計画事務局は、全機関を対象に環1党配慮の取組状浣について、定期的にi周査する。

(2)点検・評価

(1)の調査結果|さ、環境基本計画推造会議幹事会で点検、3早価を行い、実績報告書を作成する。

(3)公表

(2)の実績報告書は、環境基本計画推進会議における確認を経て矢ll事に報告した後ミ
′ム`表する。
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4 各機関の役割

(1)各部局等の主管課 (別表 :率先実行計画対象機関等)
① 各部局各課及び出先機関のエネルギー使用置、環境物品のR麓入率等の実織をとりまとめ、事
務局へ報告する。

② その他、計画の推進に協力する。

(2)物品等の集中調達機関 (物品管理課)

0年契物品単価表 (環境保全製品リスト)を作成し、各機関へ周知する。
② 不用備品や物品のリサイクルシステムを確立し、効率的な活用を図る。

(3)庁合等の管理機関 (管財課、各施設所管課 )

Qウ 空調、照明、エレベーター、結水(湯 )、 下水処理及ぴ施設内の緑イヒ等の管理は、本計画その

他に基づき適切に行う。

② 省エネ機器を積極的に導入する。

Θ 業者が設置する自動販売1践等の機器については、省エネ型機器の設置を求める。

④ 廃棄物の減置化とリサイクルを推進するため、ごみ分月uを徹底するなど効果的な手段を調じる。

C)排出された廃棄物の適正処理と管理を行う。

⑥ 庁含等での廃棄物の排出量、再資源化量及び処分量等の実績を重霊、種類ごとにとりまとめ、

事予秀局へ報告する。

(4)情報システムの管理機関 (総合情報政策課 )
(τ)省エネ型のパソコンや周辺機器の導入を推進する。
r2)COLAL21ネ ットワークシステムを利用したコミュニケーションの円滑化やl青報共有化を
進める。

(5)職員の服務及ぴ研修を所管する機関 (人事課)
● 定Bき退庁、時間外勤矛秀の縮減をl足進する。

O,ライトダウンの実施等を通して、ノー残業デーの周知。徹底を図る。

(6)公共工事の環境対策及び県有建築物の企画、設計を所管する機関
① 庁台等建築に伴う副産牢夕』の両資源化に努め、その実監貫(再よ弩源化率等)をとりまとめる。
② 施設等の設計にあたっては省エネ型の構造とし、自然エネルギーなどの活用に,コ又める。また

その他の設備についても環境に配慮した製
『
。を導入する。

③ 「実施設計単l曲表」に再利用製品を掲載し、再利用製品の利用をl足進する。
④ ′ム`其施設の維持管理にあたっては、ESCO事業等により省エネ型設備を積極的に導入し、地球

温暖1し防止文」策を図る。

(7)県予算を総括する機関 (財政課 )

① 当初ラ算見積もり基準の策定にあたっては、怪″ム`害車等の環境物品の貝持入を前提とした基準

の策定に努める。
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(8)事務局 (環境椰生課)

① 本計画に係る事務を処理する。

② 全機関、全闇員に期し、本計画の〕翻知を図る。

③ 「国磐による環境物品等の調達の推進等に関する法律 (グリーン購入法)」 に基づき、環境
物品等の調達の推進を図るための方針を策定し、各機関へ周知する。

④ 特定調選品目については、環境物品のB閣薄目標を定めその遠成に努める。

⑤環境物品の購入率等の実績をとりまとめる。

⑥実無悪周査により咎薔B周のエネルギー使用置、環境物品の購入率等の察績磐をとりまとめる。

⑦ 環境基本計画推進会議及び環境基本計画催進会議幹事会による点捺・悪!V価・確悪組を経て実績

報告書を作成し、
′ム`表する。
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4.エコラベリング資料

エコラベル (環境ラベル)と は、地球環境の保全に役立つと認定された商品につけるマーク等で、

商品購入に際してエコラベルのある商品を選択することで環境保全に貢献することができる。

例えばリサイクル用紙の場合、 「R100マ ーク」 (古紙パルプ配合率 100%の 再生紙である
ことを示す)や 「グリーンマーク」 (原料に古紙を規定の割合以上利用していることを示す)等が
記載されている。

く目及ぴ第三者機関の取組による環境ラベル>

〔・,(卜 !:F'ヽ「∴″
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|||||||||||||||||! 

―
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HEm鳳
闘 00 団I.】□困理日B

0‐
00
‐ ‐
‐ 0
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0‐
ф 触 Δダリーンマーク
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●,■ ,い■i■ li

ナリー′

由D■ ヨフベ
'い

MSCこ Piこ

工]レ‐,マ…ク

ほ100

(資料 :環境省 環境ラベル等データベース httpsi〃www.env.gO jp/pOhcy/hozen/green/ecolabe1/fOl.htnl)
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(別表 1)

本 部 長 町長

副本部長 副町長

教育長

部  員 総務課長

住民生活課長

税務課長

保健福祉課長

こども支援課長

企画課長

商工観光課長

農林水産課長

建設課長

上下水道課長

学校教育課長

社会教育課長

農業委員会事務局長

議会事務局長
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6.金武町地球温暖化対策推進本部設置要綱

(設置)

第 1条 金武町役場における地球猛暖化対策の推進を図るために、金武町地球温暖化対策推進本部

(以下 「本部」という。)を置く。

(所掌事務 )

第 2条 本部の所掌事務は、次のとおりとする。
(1)地球温暖化防止に向けた金武町地球温暖化対策実行計画 (以下「実行計画」という。)の策定

及び見直しに関すること。

(2)実行計画の推進、点検及び評価に関すること。
(3)前 2号に掲げるもののほか、必要な事項に関すること。 !

(組織)

第 3条 木都は、本部長、副本部長及び本部員をもつて組織する。
2 本部長は、町長をもつて充て、副本部長は、副町長及び教育長をもつて充てる。
3 本部員は、別表 1に掲げる職にある者をもつて充てる。

(本部長及び副本部長 )

第 4条 本部長は、本部を総括する。
2 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときはその職務を代理する。

(会議)

第 5条 本部の会議は、本部長が必要に応じて招集し、本部長が議長となる。
2 ただし、本部長が不在のときは、本部長が指名する副本部長がその職務を代理する。

(推進担当者)

第 6条 本部員はそれぞれの課等において推進担当者を置くこととする。
2 推進担当者は、各課等において実行計画に基づく取組に際して中心的な役割を担うものとし、実
行計画への取組を率先して行わなければならない。

3 推進担当者は、所属課等内における実行計画の周知徹底に努めるとともに、所属職員の意識啓発
を推進しなければならない。

4 推進担当者は、実行計画の取組状況について実績調査や取組状況の点検評価等を行い、その結果
について前条に規定する推進本部へ報告しなければならない。

(庶務)

第 7条 本部の庶務は、住民生活課において処理する。

(補則)

第 8条 この要綱に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は本部長が定める。

附 則

この要綱は、交付の日から施行する。
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5.エコドライプ鞘

エアコン0
使用は遍切に

中のエアコンい/C)は申内を冷却・除
遍する機盟 す。鵬房のみ必要なととは、
エアコンスイッチをOFFにしましょう。な
た、冷房が必要なときlよ、専内を冷やし
すざないようにしましょう。たとえば、中
内の温虚

'良

足を外露と同じ25■に設定
した4合、エアコンスイッチをONにし
たま奮だと1296響

―
恩fとしよす。

蔵層組 け.舗電
もつて出用しよう

出かける前に、没用 女過綱制などの厳
B交電信観や、地國・カーナビなどを活
用して、行を先やルートをあらかしめ臨

口し、時田lⅢ余裕をもって出発し苦しょう。

さらに、出発後:し道贈賞遍情報をチェッ

クして滅滞を避ければ館費と時間の節約

になります。たとえば、1時間のドライ

ブで道に迷い,10分門表計に進行する
と17写6程産‖料消費Hが担白nします。

B面必要のない韓均は中からおろしましょ
う。車の燃Rは、衛的の二さに大會く影E
されます。たとえば、100鼈の言均を磯せ
て差ると、396駐も燃負が属化します。ま
た、中の贈資lよ、空館郷抗に

―
し厳感です。ス

キーキャリアなどの外機品は、使用しなしヽ

と彗には外しましょう。

走行中は、一定の選度で造ることを心がけ
ましょう。中闘頂離が短くなると、ムタな

畑滋・減速の機会が多くなり、市街地では
2η 6綴虚.郊外で1よ 696程度も燃員が憑イヒ
します.交涸状況に応して速度変化の少な
い遍葛虐心がけましょう。

■」ドライプ樹及雄遠協お金

`Ba ttIT¬
モil:´ ― 七ピIJデ ざψ膏

迷慮駐車はやめましようし交歳点付近など

の変通の妨Iデになる桐所での駐卓lよ、渋涌
をもたらします。迷惑と申は、他の中の館
員を悪化させるばかりかⅢ交通事故の原因
にもなります。選慰駐中の少ない迪階では、

平均逮帥 向上し、燃負のほ化た防ぜます。

ムダ尊アイドリング‖
や0よう

特ぢ合わせ,ヽ前鞠の種み下ろし感JEよ
る駐修車の際は、アイドリングはやめまし
ょうHl。 10分間のアイドリング(エアコ
ンOFFの4合)で、190cc程度の燃料
を消費します。また、現在の楽用中では
吾本的に曖儀運転は不要です景生ェン
カ をかけたらすぐl工出発しましわ 。

,

0出留竜

タイヤ。
―
ら

拍める艤 ‐
タイヤの空気区チェックを習慣づけ奮し
よう。タイヤの空気Eが瀬正とより不足

羞挽踪智漑理Yピ留腱誌|―す
50kPa(0 6kg/cma)不足した構台).  

―

また、エンジンオイル・オイルフィルタ・ : fヽ

エアクリーナエレメントなどの定用的
な交換によっても

―
とします。   ・

1常露Ⅲ路

'雷
蹴長野る 自分の中の鵬喪を把構することを習慣にし

諜しよう。日 の々燃資を把盪すると、自分
のエコドライブ効界が案感できます。車に

接機されている燃険計 ,エコドライブナピ
ゲーション・インターネットでの館貴管理
などのエコドライブ支観機熊を使うと便利
です。

41 μリングストy―
―
D章せんと,

う.

れ it嘲

(資料 :エ コドライブ普及推進協議会 エコドライブ 10のすすめ http://、Tvw.ecOdrive,jp/data/ecodrive10.pdf)
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H=

゛ _

贈琳性注尋
T■

hんわリアクセル
「ロスタ…H

発造するととは、4やかにアクセルを臨ん
で発雄しましょう(最初の6秒で、時逮
20km程度が目安です)。 日々 のB転にお
いて、やさしい働造を心がけるだけ■ 10
96欄嵐燃費が改善します。魚らす、穏やか
な勇造は、安全題転にもつながります。

‥ 中 に
アタセル4Bそう

信号が変わるなど停止することがわかった
ら、早めにアクセルから足を離しましょう。

そうするとエンジンプレーキが作酌し12
96観嵐燃貴が改善し森す。また、鴻濾する
ときや坂道を下るときにもエンジンブレー

キを活用し識しょう。


